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本稿では，企業間移動（転職）および企業内移動（異動・昇進）に関する既存の実証研究
および理論文献を概観した上で，著者らが整備した名刺データに基づく日本の労働者の職
歴に関するパネルデータについて説明し，そのデータから得られた主要な観察事実を提示
する。この職歴パネルデータは，2014 年から 2023 年までの 10 年間にわたり，約 40 万人
の労働者の（i）雇用主企業，（ii）所属部署や社内組織，（iii）職階や役職，（iv）勤務先住
所の変遷を匿名化して記録している。このデータにより，雇用主企業の変更を伴う転職だ
けでなく，企業内部での異動や昇進，勤務地変更（転勤）といった企業内での職務変遷も
詳細に観察することが可能である。さらに，職歴データを企業情報と統合し，Linked 
employer-employee data を作成する方法についても提示している。転職率については，
サンプル全体で月間 0.43％が転職しており，5 年間の労働者一人あたり平均転職回数は
0.2 回であった。これは，『労働力調査』で報告される年間転職率（4～5％）とおおむね一
致している。一方で，企業内移動に関しては，名刺の変更を伴う比較的大きな職務変更に
限定しても，サンプル全体で月間 1.20％がそのような職務変更を経験しており，その頻度
は転職率の約 3 倍に達している。これらの結果から，労働者は，企業内での比較的大規模
な職務変更を含めると，少なくとも 5 年に 1 回程度の職務変更を経験していることが示唆
される。最後に，名刺データを活用した学術研究の発展可能性を述べる。
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Ⅰ　は じ め に

　本稿では，著者らが整備を進めている名刺デー
タに基づく日本の労働者の職歴に関するパネル
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データから得られた主要な観察事実を通じて，日
本の労働移動の実態を提示する。名刺データに基
づく職歴パネルデータは，企業間移動（転職）と
企業内移動（異動・昇進）の両方を観察できる点
が特徴であり，これにより労働移動の実態をより
細かい粒度で捉えることが可能となる。
　一般的に，労働市場は企業が提供する職務

（ジョブ）と企業外の労働者がマッチングする場
として認識されることが多い。経済モデルにおい
ても，労働市場は，失業者が新たな職を見つける

「就職」や，既に就業している者が他の企業に
「転職」することで資源が再配分される場として
描かれることが一般的である。しかし，労働者は
企業内での配置転換や昇進，転勤などによっても
職務を変更することがあり，その頻度は転職と同
程度に見られる。例えば，米国の主要な労働統計
である Current Population Survey（CPS）によれ
ば，職種変更の約 40％は転職を伴わずに行われて
いることが示されている（Moscarini and Thomsson 
2007）1）。企業内でのこうした資源再配分は，特に，
組織の経済学や経営学の視点から，その重要性が
指摘されており，当該分野においては，企業内部
でジョブと従業員の（再）配置が行われる場を

「内部労働市場」，一方で就職や転職を通じた外部
労働者とのマッチングが行われる場を「外部労働
市場」とよび，これら二つを明確に区別している。
　これら二つの労働市場は性質が大きく異なるも
のの，完全に独立しているわけではなく，相互に
影響を及ぼしている。例えば，企業がマネジメン
ト職に人材を配置しようとする際，必要なスキル
を持つ人材を企業内外から探すことになる。外部
労働市場の流動性が高く，企業が求めるスキルを
持つ人材を見つけやすい場合，企業は積極的に外
部から人材を採用するだろう。逆に，外部からの
採用が困難な場合，企業は内部労働市場の流動性
を高めるために，社内での配置転換や人材育成，
昇進を積極的に行うだろう。このような企業の意
思決定は，労働者の職業選択や転職活動にも大き
な影響を与えると考えられる。
　また，日・米・欧の雇用調整の方法の違いから
も見てとれるように，内部・外部労働市場の流動
性の相対的な大きさには国ごとに大きな違いがあ

り，この違いは労働者の就労状況や賃金，企業の
戦略といったミクロレベルだけでなく，企業動
態，景気循環，経済成長，経済格差といったマク
ロ経済にも影響を与えていると考えられる。例え
ば，第 2 次世界大戦後の日本では，終身雇用，年
功序列および企業による従業員教育・訓練を特徴
とする雇用慣行により，欧米と比較して内部労働
市場がより発達しており，この発達した内部労働
市場が戦後の日本における低い離職率と失業率に
寄与してきたと指摘されている（Cole 1979；Aoki 
1986, 1988；Koike 1988；Dore 1990；Itoh 1991；
Siebert and Addison 1991；Osterman 1994）2）。
　近年の労働市場に関する研究では，就労状況に
関するミクロデータの充実や Diamond-Mortensen-
Pissarides モデルに代表されるサーチ理論の発展
により，外部労働市場を通じた就業状態の変化に
関する研究が大きく進展している 3）。一方で，内
部労働市場に関する研究は依然として限られてい
る。一般的な家計調査から得られる情報は，個人
が従事していた職種に限られ，企業内部での再配
置状況を包括的に把握できるデータは十分に存在
していない。企業内部の労働者再配置を把握する
ためには，企業の内部人事データが有用である
が，研究者が複数の企業の人事データにアクセス
できる機会は限られており，この領域での実証研
究は未だ発展途上にある。そのため，これまでの
研究では，平均在職期間や企業規模別の雇用分布
など，労働統計に基づく間接的なエビデンスや，
特定企業の人事データや労働者グループのキャリ
ア情報に基づいた実証分析が主流であった（Ⅱ参
照）。
　こうした背景から，現時点では，内部労働市場
と外部労働市場の相互作用に関する実証的エビデ
ンスの蓄積は不十分であり，また，両市場を明示
的に考慮し，企業動態や景気循環，経済成長に与
える影響を分析する理論的枠組みも十分に確立さ
れていない 4）。外部労働市場における就業変動の
研究が各国の家計調査の整備により進展したよう
に，内部労働市場を通じた再配置の研究を発展さ
せるには，データの整備と実証的エビデンスの積
み重ねが不可欠である。
　本稿では，Ⅱで，企業間移動（転職）および企
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業内移動（異動・昇進）に関する既存の実証研究
および理論文献を概観する。特に，実証研究に関
しては日本の労働市場を対象としたものを中心に
紹介する。Ⅲでは，著者らが整備を進めている，
名刺データに基づく日本の労働者のジョブヒスト
リーに関するパネルデータについて説明する。こ
の職歴パネルデータは，年齢，業種，職階，地
域，企業規模といった多様な属性において，幅広
い範囲の労働者の職歴を約 10 年間にわたって把
握できるものであり，そこから得られた主要な観
察結果を提示する。具体的には，Sansan 株式会
社（以下，Sansan）が提供する名刺アプリ「Eight」

（https://8card.net/）のユーザーが登録したプロ
フィール名刺の匿名化された履歴を，利用規約で
許諾を得ている範囲で利用し，労働者の（i）雇
用主企業，（ii）所属部署や社内組織，（iii）職階
や役職，（iv）勤務先住所の変遷を記録したパネ
ルデータを構築している。また，諸外国における
関連データとそれに基づく実証研究を紹介し，最
後に，職歴パネルデータを活用した今後の研究の
方向性について論じる。

Ⅱ 　企業間移動（転職）と企業内移動（異
動・昇進）の理論・実証

　本節では，企業間移動（転職）と企業内移動
（異動・昇進）に関して理論的な分析と日本の労働
市場を対象とした実証的な研究を紹介する。

１　企業内の職務配置に関する理論的説明

　職務配置には，職階の変化を伴う「垂直移動」
（昇進）と，職階の変化を伴わない「水平移動」
（異動）が含まれる 5）。したがって，企業内の職
務配置に影響を与えるメカニズムは単一ではな
く，複合的な要素が関与していると考えられる。
ここでは，これらのメカニズムを説明するために
既存の文献で用いられてきた主要な理論メカニズ
ムの中から，「トーナメント」「人的資本」「雇用
者の学習」について簡潔に整理しながら，垂直移
動と水平移動に関する既存研究を紹介する 6）。理
論的には，トーナメント理論は昇進がインセン
ティブとして機能する点を強調しているのに対

し，人的資本理論や雇用者による学習理論では，
昇進や異動を実質的な職務の変化と捉えており，
これらの理論に基づくモデルは「職務割当てモデ
ル」とも呼ばれることがある。さらに，これらの
理論は相互排他的ではなく，一つの研究において
複数の理論的アプローチが共存することも少なく
ない。

（1）垂直移動（昇進）の理論
　昇進，すなわち企業内の垂直移動に関する研究
は理論・実証ともに古くから数多く蓄積されてい
る（例えば Baker, Gibbs and Holmstrom 1994 など）。
以下では，そのなかでも前述した 3 つの理論に焦
点を当てて，昇進に関連する既存の理論を概観 
する。
　トーナメント理論は，昇進を，労働者が成果を
上げた際の報酬として位置付け，労働者が職務に
おいて成果を出すためのインセンティブに焦点を
当てた理論である（例として Lazear and Rosen 
1981；Ghosh and Waldman 2010；Waldman 2013 な
ど）7）。一方，人的資本に注目する理論は，労働者
の持つ人的資本が特定の職務においてどのように
役立つか，また職務の割り当てを通じて労働者が
どのようにスキルを習得・蓄積するかに焦点を当
てている（例として Gibbons and Waldman 1999b, 
2004；Lazear 2012；Jin and Waldman 2020 な ど ）。
さらに，雇用者の学習に関する理論は，雇用主
や，競合他社が労働者の能力や適性を学習してい
くプロセスに着目している（例として Waldman 
1984；Gibbons and Waldman 1999b；Ortega 2001 な
ど）。
　企業内移動と企業間移動の違いを考える際に
は，企業が管理職の割り当てを行う際に社内昇進
を行うか，外部から中途採用するかという意思決
定も考えられる。この点に関して，DeVaro and 
Morita（2013）は，異なる生産性を持つ企業間の
労働市場競争において，管理職ポジションを内部
昇進で埋めるか引き抜きによる中途採用を試みる
かに関する理論と実証を提供しており，企業にお
ける組織構造（エントリーレベル職の数）と管理職
の割り当て（内部昇進か中途採用か）の関係につ
いて示唆を与えている。また，Waldman and Yin
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（forthcoming）は，Waldman（1984）の枠組みの
なかで，管理職のスロットが限られているときに
は，本来転職すべき優秀な労働者が，昇進という
シグナルを得られないために転職しなくなるとい
う非効率性が生じることを示し，そうした状況の
なかでは昇進または退職しか選択肢のない「up-
or-out 契約」が可能であれば，昇進が過小になる
ことによって生じる非効率性を改善できるという
理論的な示唆を提示している。Waldman and 
Yin（forthcoming）の理論的示唆は，管理職ポジ
ションが不足している状況下で，雇用慣行（up-or-
out 契約の有無）が企業間移動に与える影響を示
しており，昇進だけでなく転職に関する洞察も含
んでいる。

（2）水平移動（異動）の理論
　企業内の水平移動に関する研究は，昇進に比べ
ると理論・実証の蓄積が少ない 8）。水平移動に関
する一つの理論的説明は，労働者の適性に合った
仕事を見つけるための「職務適性の学習プロセ
ス」として捉えるものである（Ortega 2001）。もう
一つの理論的説明は，人的資本蓄積に注目するも
のである。その代表例として Jin and Waldman

（2020）が提示しているタスク特殊的人的資本理論
（Gibbons and Waldman 2004）に基づく職務配置の
分析が挙げられる 9）。Jin and Waldman（2020）
のモデルでは，複数のタスクを経験することで労
働者の管理職としての生産性が向上するという仮
定を置いており，その仮定の下で，高い能力を持
つ労働者ほど水平移動を経る可能性が高いという
結論を得ている。さらに，人事データを用いた分
析により，この理論的仮説と一致する実証結果も
提示している。
　ここで紹介したような，労働者の職務適性に関
する学習プロセスや，一般的またはタスク特殊的
な人的資本理論に基づく水平移動の理論は，企業
内の水平移動を説明する一方で，企業内移動と企
業間移動を明確に区別していない。企業内移動と
企業間移動を区別して説明するためには，企業特
殊的な人的資本のように直接的に企業内移動と企
業間移動の違いを生み出させるものや，トーナメ
ント理論のように組織内でのインセンティブ設計

が関係してくるもの，そして Waldman（1984）流
の，雇用者による学習の要素などが必要になると
考えられる 10）。

2　日本の内部労働市場に関する既存研究

　日本は諸外国に比べて内部労働市場が果たす役
割が大きいことは，1970 年代から 90 年代にかけ
てのさまざまな研究によって示されている。とり
わけ，多くの研究が，日本と米国の労働市場や企
業の組織形態の違いに着目し，それらが個々の労
働者の賃金や昇進に対してどのような影響を与 
えるか観察している。例えば，Hashimoto and 
Raisian（1985）は，日本とアメリカにおける在職
期間（employment tenure）と賃金プロファイル
の違いを比較し，日本では雇用されている企業の
勤続期間と賃金の関係が米国よりもはるかに強い
ことを発見している 11）。また，勤続期間と昇進
の関係に着目した Ariga, Brunello and Ohkusa

（2000）は，賃金と同様に昇進も勤続期間と強い
関連があることを示した上で，勤続期間と学歴が
同じ場合でも，低い職階での昇進スピードが速い
ほど，高い職階への昇進も速く進むことを理由
に，個人の能力も重要であると指摘している。
　こうした平均勤続期間や企業規模別の雇用分布
といった集計データを用いて内部労働市場の重要
性を示した研究は数多く存在するが，ミクロデー
タを活用した研究も増えている。例えば，Dore

（1990）や Aoki（1988）は日立製作所の企業人事
データを用いた分析を行い，Ariga, Brunello and 
Ohkusa（2000）は日立よりも若い日本の大手製造
業の企業人事データを使用して研究を行ってい
る。また，Takii, Sasaki and Wan（2020）は，ダ
イヤモンド社が提供する製造業における男性取締
役や部長・課長に関する人事データを用いて，企
業内での昇進や異動のパターンを考察している。
また，Hamaaki et al.（2012）や Kawaguchi and 
Ueno（2013）は，公的調査の個票データを使用
し，年功序列賃金や終身雇用といった日本の伝統
的な雇用慣行が近年弱まっていることを指摘して
いる。



日本労働研究雑誌8

Ⅲ 　名刺データに基づく日本の企業間移
動（転職）と企業内移動（異動・昇進）
に関する記述的証拠

　 本 節 で は，Sansan が 提 供 す る 名 刺 ア プ リ
「Eight」に登録されたプロフィール名刺情報を集
約し，日本の労働者のジョブヒストリー（職歴）
を記録したパネルデータ（以下，職歴パネルデー
タ）を活用して，内部労働市場と外部労働市場に
関する主要な観察事実を提示する。まず，Ⅲ1 で
Eight および職歴パネルデータの概要について説
明し，その後，Ⅲ2 で職歴パネルデータから観察
された主要な事実を詳述した上で，Ⅲ3 では内部
労働市場の分析を行う上での名刺データの利点を
整理する。なお，分析対象となる Eight のデータ
については個人を匿名化し，Eight の利用規約で
許諾を得ている範囲で使用している。

1　データの概要

　Eight のサービス内容およびユーザーのプロ
フィール名刺をもとに作成された職歴パネルデー
タの特徴について説明する。日本では，氏名，勤
務地，勤務先企業，所属部署，職階といった情報
を名刺に記載し，ビジネスの場で初対面の相手と
名刺交換を行うことが，地域や業種を問わず一般
的な商習慣となっている。そのため，名刺の内容
に変更があれば新たに名刺を作成し，また，名刺
交換をした際には相手の名刺を個人で保管・管理
するのが通例である。Sansan は 2012 年より，名
刺の電子化により，この保管・管理の手間を軽減
する名刺アプリ「Eight」を提供している。Eight
を用いると，ユーザー登録後に紙の名刺をスキャ
ンすることでデジタルデータ化することができ，
URL や QR コードを介して相手に名刺情報を渡
すことができる。また，相手が Eight ユーザーで
あれば，アプリ上でデジタル名刺を直接交換で
き，相手が Eight ユーザーでない場合でも，相手
の紙の名刺をスキャンすることで名刺情報をアプ
リ内で保管・管理できる。Eight は 2012 年のサー
ビス開始以来，ユーザー数を増やし，2023 年末
時点で約 330 万人に達している。さらに，Sansan

は匿名化されたユーザー ID を用い Eight ユー
ザーのプロフィール名刺情報を集約したデータ
ベースを作成し，近年名刺情報が学術研究におい
て活用されている。例えば，Martínez Dahbura 
et al.（2023）は労働市場における労働者どうしの
ビジネスネットワークの形成や知識拡散の分析
に，Maejima（2019）は企業間ネットワーク構造
の業種間比較に，黒木・真鍋（2022）は採用市場
における企業評判提供や採用効率化サービスの活
用に，Manabe and Nakagawa（2022）は企業の
評判がパンデミック時の回復力に与える影響の実
証分析に，Eight の名刺データを利用している。
　我々は，この名刺情報データベースを活用し
て，匿名化されたユーザーの職歴を時系列に整理
し，その職歴を反映した月次パネルデータを作成
した。このパネルデータには，匿名化された（i）
雇用主企業，（ii）従業員が所属する部署や社内
組織，（iii）職階や役職，（iv）勤務地に関する包
括的な情報が含まれており，さらに名刺の使用期
間に基づいてジョブ変更のタイミングを日次ベー
スで把握できるようになっている。Eight への登
録時，ユーザーは生年月日を入力する必要がある
ため，ユーザーの年齢情報は取得可能だが，学歴
や性別の入力は任意であるため，これらの情報は
限られたサンプルに限定される。
　 ま た， 雇 用 主 企 業 の 法 人 番 号 を 介 し て
Baseconnect 株 式 会 社（https://baseconnect.in/）
が提供する企業情報と職歴パネルデータを結びつ
けることで，いわゆる Linked employer-employee 
data を作成した。したがって，実証分析では，
企業や産業の特性をコントロールすることが可能
である。
　本稿で紹介する職歴パネルデータは，2014 年
から 2023 年までの 10 年間にわたり，（i）少なく
とも 3 年間の利用歴があり，（ii）その期間中継
続して企業に雇用されていて，（iii）従業員数 50
人以上の企業に一度でも在籍したことがあるユー
ザーを対象としている。また，Eight ではユー
ザーが副業用の名刺を「サブカード」として複数
登録することが可能だが，職歴データにはメイン
ジョブのみが反映されている。結果として，サン
プルに含まれる Eight ユーザー 40 万 7499 人，サ
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図 1　年齢分布

ンプル中のユーザーが所属していた企業数は 11
万 7148 社であった。以下では，名刺データのサ
ンプル特性を『国勢調査』や『賃金構造基本統計
調査』の結果と比較して説明する。
　図 1 は，2020 年 1 月 1 日時点の名刺データに
基づくサンプルの年齢分布を，『国勢調査』に基
づく日本の就業者の分布と比較して示している。
この比較から，名刺データでは 20 代後半から 40
代のプライムエージワーカー層が厚い一方，20
代前半や 50 代後半の労働者のサンプルは比較的
少ないことが分かる。20 代前半の若年労働者が
少ない理由として，『国勢調査』の就業者には学
生のアルバイト等のパートタイム労働者を含み，
そうした労働者の多くは，名刺を持たないことが
主な要因として考えられる。一方，50 代以上の
世代においては，デジタル化への対応が遅れる傾
向が見られ，名刺の利用自体は多いものの，
Eight のような Web サービスの利用には消極的
な労働者が多いことが要因として考えられる。
　図 2 では，同時点における Eight ユーザーと

『国勢調査』に基づく就業者の産業別分布を比較
して示している。この比較から，名刺データでは
製造業や情報通信業の割合が実際の就業者のシェ
アよりも高い一方，サービス業全般や特に医療・

福祉産業の労働者の割合が顕著に少ないことがわ
かる 12）。これは，名刺が主にビジネス取引にお
いて使用される傾向が強く，製造業や情報通信業
では企業間取引が多いためユーザーが多い一方，
サービス業では最終消費者を顧客とする場合が多
く，最終消費者との間で名刺交換を行う機会は少
ないため，サービス業従事者は名刺を積極的に活
用する機会が比較的少ないことを反映していると
考えられる。
　名刺データからは，年齢や産業に加えて，ス
キャンされた名刺のテキストデータから職階を分
類することで Eight ユーザーの職階を把握するこ
ともできる。著者らは，表 1 に示す分類ルールに
基づき，職階の分類を行った。まず，名刺のテキ
ストデータをもとに，（I）最高経営層，（II）本
部長級，（III）部（局）長級，（IV）課長級，（V）
チームリーダー級，（VI）その他の 6 段階に分類
し，さらに（I）をトップマネジメント，（II）～

（IV）をミドルマネジメント，（V）～（VI）を非
マネジメントの 3 段階に再分類した。
　図 3 は，2020 年 1 月時点における名刺データ
サンプルの職階分布を示している。棒グラフは全
体の職階分布を，折れ線グラフは年齢層ごとの職
階分布を表している。サンプル全体では，約 3 分
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図 2　産業分布

の 1 がマネジメントであり，残りの 3 分の 2 は非
マネジメントの職階である。さらに，管理職を
トップマネジメントとミドルマネジメントに分類
すると，トップマネジメントが全体の約 7％，ミ
ドルマネジメントが約 27％を占めている 13）。年
齢別に見ると，30 代以下と 40 代以上で職階の構
成に大きな差があり，30 代以下では 80％以上が
非マネジメントポジションにある一方，40 代前
半になると約 3 分の 1 がマネジメントポジション
に就いている。さらに，40 代後半以降では半数
以上がマネジメントポジションとなっている。
　職階に関して，『賃金構造基本統計調査』の職
階分布と比較することで，名刺データのサンプル
特性を分析することが可能である 14）。『賃金構造
基本統計調査』では，全体の約 25％が役職級に

該当する（詳しくは付図 1 を参照）。これと比較す
ると，特に 40 代後半から 50 代にかけて，名刺
データに基づく職歴データには，より職階の高い
マネジメントポジションにある労働者が多く含ま
れていると推察される。

2　主な観察事実

　上述した通り，名刺データから作成された職歴
データでは各労働者の（i）雇用主企業，（ii）従
業員が所属する部署や社内組織，（iii）職階や役
職，（iv）勤務先住所の履歴が観察可能である。
このうち雇用主企業の変更は，外部労働市場を通
じた転職を意味し，雇用主企業の変更を伴わない

（ii）-（iv）の変更は，内部労働市場を通じた異
動・昇進を意味する。まずはじめに，外部労働市

製造業
卸売業，小売業

建設業
情報通信業
医療，福祉

学術研究，専門・技術サービス業
サービス業

運輸業，郵便業
宿泊業，飲食サービス業

公務
不動産業，物品賃貸業

金融業，保険業
分類不能の産業

生活関連サービス業，娯楽業
教育，学習支援業

農業，林業
電気・ガス・熱供給・水道業

複合サービス事業
漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

0 5 10 15 20 25 30
割合（％）

名刺データ
『国勢調査』

表 1　職階の分類

トップマネジメント ミドルマネジメント 非マネジメント
最高経営層 本部長級 部（局）長級 課長級 チームリーダー級 それ以外

執行役員／取締役／CEO 事業部長／ゼネラル
マネージャー 部長／局長／支店長 課長／次長／室長 係長／主任／ユニット長／

店長 役職なし

注： マネージャーやディレクターについては，それが役職に該当するか，業務内容（例：アカウントマネージャー）に該当するかを判断し，
役職に該当する場合はミドルマネジメントに，業務内容に該当する場合は非マネジメントに分類した。MD については，Managing 
Director の略と考えられる場合はトップマネジメントに，Merchandiser の略と考えられる場合は非マネジメントに分類した。ヴァイスプ
レジデントに関しては，金融業とそれ以外の業界で役割の意味が異なるため，業界ごとに適切に判断した。
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場を通じた転職のフローの大きさに関する事実を
記述し，次に内部労働市場を通じた異動・昇進の
フローの大きさに関する事実を記述する。

（1）外部労働市場（転職）
　図 4 は，2014 年 1 月から 2023 年 12 月までの
Eight ユーザーの月次転職率（労働者に占める 1 カ
月以内に転職を経験したものの割合）を示してい
る。10 年間の平均月次転職率は 0.43％で，会計

図 3　職階の分布

図 4　転職率（月次）
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図 5　5 年間の平均転職（雇用主企業の変更）回数
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年度の始まりである 4 月が毎年最も多く，四半期
ごとの 7，10，1 月も他の月に比べて高い傾向が
ある。この水準は，年率に換算すると『労働力調
査』で報告される年間転職率（4～5％）とおおむ
ね一致している（総務省統計局労働力人口統計室 
2023）。また，長期のトレンドを見ると転職率は
2019 年ごろがもっとも高く，新型コロナウイル
ス感染症の影響を受けた 2020 年以降は，以前の
水準より低い傾向にある 15）。また，年齢階級別
に転職率を見ると 20～30 代は，0.48％前後で全
体よりも高いのに対して，40 代前半は 0.42％，
40 代後半は 0.36％と全体よりも低い値となった。
　日本の転職率は，転職市場の規模が大きい米国
と比較すると非常に低い水準にある。例えば，向
山（2022）によると，CPS のデータに基づき，
1995 年第 4 四半期から 2019 年第 2 四半期の間に
おける米国の月次転職率の平均は約 2％と報告さ
れている。この数値から，米国では転職による労
働力の再配分が日本の約 4～5 倍の頻度で発生し
ていることがわかる。
　図 5 は，名刺データに基づき，各労働者が 5 年
間に平均して何回転職を経験したかを示したヒス
トグラムである。これによると，中央値では転職

回数はゼロであり，平均でもわずか 0.2 回に過ぎ
ない。このデータをもとに，労働者が 40 年間就
業した場合，転職はせいぜい 1～2 回程度しか経
験しないことが示唆される。

（2）内部労働市場（異動・昇進）
　次に，内部労働市場を通じた異動・昇進のフ
ローを見ていく。我々は，名刺データに基づく職
歴データから転職を伴わない職務変更を“雇用主
企業の変更がないまま，（i）従業員が所属する部
署や社内組織，（ii）職階や役職，（iii）勤務先住
所のいずれかが変更されること”として定義し
た。この定義に基づくと，比較的大規模な社内で
の職務変更がカウントされていると考えられる。
実際の業務では，同一部署内でのチーム編成や役
割分担の調整といった比較的小規模な職務変更も
発生するが，これらが名刺に反映されるかどうか
はユーザーによって異なるため，本稿の分析で
は，名刺の内容が更新されることが多い比較的大
規模な職務変更に焦点を当てている。
　図 6 は，転職を伴わない職務変更が 1 カ月以内
に発生した割合（転職を伴わない職務変更率）を示
している。転職を伴わない職務変更率の 10 年間
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の平均値は 1.20％で，各月の水準はおおむね転職
率の約 3 倍に達している。また，転職率（図 4）
と同様に，会計年度の始まりである 4 月が毎年最
も高く，四半期ごとの 7 月，10 月，1 月も他の月
に比べて高い傾向が見られ，強い季節性が確認で
きる。
　以上をまとめると，1 カ月間に転職する割合は
約 250 人に 1 人程度であり，転職が最も頻繁に発
生する 4 月でも 100 人に 1 人程度にとどまる。し
かし，転職を伴わない大規模な職務変更を含める
と，毎月平均で 60 人に 1 人が職務変更を経験し
ていることになる。特に 4 月には，20 人に 1 人
が転職または転職を伴わない大規模な職務変更を
経験しているという結果が得られている。
　最後に，各労働者が内部および外部労働市場を
通じて 5 年間に職務変更を経験した回数の分布を
図 7 に示している。これによると，中央値は 0.66
回，平均は 0.9 回であり，労働者は 5 年に 1 回程
度の頻度で，比較的大きな職務変更を経験してい
ることがわかる。この結果を図 5 の結果と併せて
考えると，労働者が 40 年間就業した場合，転職
の回数はせいぜい 1～2 回程度である一方，社内
での職務変更を含めると 7～8 回程度の比較的大
きな職務変更を経験することが示唆される 16）。

3　名刺データの長所・短所

　ここでは，先に紹介した名刺データが，国内外
の内部労働市場に関する実証研究で用いられてい
るデータと比べて，どのような特徴を持つのかを
整理する。先行研究で使用されているデータは，
大きく 3 種類に分類できる。（1）特定企業のデー
タ，（2）公的データ，（3）第三者の民間企業が収
集したデータである。
　まず，Dore（1990）， Aoki（1988）， Ariga, Brunello 
and Ohkusa（2000）は，特定の製造業大企業の
データを用いて，日本の伝統的な雇用慣行である
終身雇用や年功序列の特徴を示している。当然の
ことながら，こうした特定企業のデータを用いた
分析では，その結果が他の企業にも適用可能か明
らかでない。対照的に，名刺データはさまざまな
産業や企業を網羅しているため，より外的妥当性
の高いエビデンスを提供することが可能である。
　Hamaaki et al.（2012）や Kawaguchi and Ueno

（2013）は『賃金構造基本統計調査』や『就業構
造基本調査』を用いて，日本型雇用慣行の変化を
分析している。しかし，これらの調査はクロスセ
クションデータであり，同一個人のジョブの変化
を捉えることは難しく，勤続年数の長さや無期雇

図 6　転職を伴わない職務変更率
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図 7　5 年間の平均ジョブ変更（雇用主企業，部署，職階，勤務地の変更）回数
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用を日本型雇用慣行の代理指標として用いた分析
にとどまっている。また，調査データで人事異動
に関する項目が訊かれていることはほとんどな
い。一方で，Frederiksen and Kato（2018）はデ
ンマークの行政データを用いて，同一企業内の職
業の変化によって人事異動を捉えているが，名刺
データはさらに，同一企業同一職業内でのジョブ
異動をも捉えることができる点が特長である。加
えて，名刺データから勤務地の異動も分かるた
め，ジョブローテーションの実態を把握すること
もできる 17）。
　さらに，課長級や係長級などより低い職階の昇
級を観察できる点も名刺データの特長である。本
研究と同様に人事異動のデータを用いた先行研究
として Jin and Waldman（2020）や Takii, Sasaki 
and Wan（2020）があるが，どちらも高い職階に
焦点を当てた分析となっている。実際，Jin and 
Waldman（2020）は大手コンサルティング会社が
提供するエグゼクティブに関するデータを用いて
いる。Takii, Sasaki and Wan（2020）はダイヤモ
ンド社の提供する製造業の男性取締役・部課長の
データを用いているが，企業は取締役の情報を中
心にダイヤモンド社に情報開示するため，サンプ

ルが取締役に偏っているという特徴がある。ま
た，Lazear（2012）はリーダーシップの理論の検
証のために，スタンフォード大学の MBA 卒業生
を用いた分析を行っているが，CEO や CFO な
どの C-レベルのポジションへの昇進が分析の焦
点となっている。このように非マネジメントやミ
ドルマネジメントにおけるキャリアを観察できる
のは名刺データの長所と言える。
　一方で，名刺データにはいくつかの限界があ
る。まず，名刺データは統計分析を目的として収
集されたものではないため，労働者の代表的なサ
ンプルにはなっていない。Ⅲ1 で述べたように，
名刺データでは 20 代後半から 40 代の人口が『国
勢調査』と比べて多く，20 代前半や 50 代の人口
が少ない。また，産業構成においては，製造業や
情報通信業の割合が高い一方，サービス業全般や
医療・福祉産業の労働者の割合が低くなってい
る。2 つ目の限界として，利用可能な変数の少な
さが挙げられる。特に学歴や性別に関する情報は
一部のユーザーにしか把握できないため，学歴や
性別によるキャリアの違いを詳細に分析すること
が難しい。また，賃金データが存在しないため，
例えば Frederiksen and Kato（2018）のように賃
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なりうる。また，Acemoglu, Aghion and Zilibotti（2006）は，
企業の技術水準が最先端に近づくほど，革新的な技術革新の重
要性が増し，経営能力がより重要になることを指摘している。
この考えは，キャッチアップ段階にある国と技術の最先端に近
づいた国との雇用慣行の違いを説明する一助となる。

 5）垂直移動および水平移動は，それぞれ vertical move と
lateral move の対訳である。

 6）内部労働市場の理論に関する詳細なレビューとしては，
Gibbons and Waldman（1999a）や Waldman（2012）がある。
また，日本語での関連文献としては森田（2012）や加藤（2024）
が挙げられる。

 7）トーナメント理論の実証研究については DeVaro（2006a, 
b），DeVaro and Kauhanen（2016）を参照されたい。

 8）実証的な研究としては，Lazear（2012）や Frederiksen and 
Kato（2018）などがある。

 9）関連理論として，Lazear（2012）は，トップ・マネジメン
ト職の成果が複数のタスクに関して凹であると仮定し，ジェネ
ラリスト的な能力を持つ労働者がスペシャリスト的な労働者よ
りもトップ・マネジメント職に適しているという理論を提示し
ている。

10）組織の経済学に基づく水平的職務配置の理論については 
本稿では省略するが，例えば Arya and Mittendorf（2004），
Hakenes and Katolnik（2017）などを参照されたい。

11）Collier and Knight（1985）は，日本と英国の賃金プロファ
イルを比較し，年功序列プレミアム（同じ雇用主の下で 10 年
勤続した人と 1 年未満の人の給与の比として定義される）が，
日本は英国の約 2 倍であることを示している。

12）なお，本稿の分析では，内部労働市場の実態の違いを考慮
し，公務員を除外している。

13）付表 1 に職階の年間遷移確率の平均値を示している。
14）『賃金構造基本統計調査』におけるマネジメント（役職級）

の 定 義 の 詳 細 に 関 し て は https://www.mhlw.go.jp/file/05-
Shingikai-10701000-Daijinkanboutoukeijouhoubu-Kikakuka/
shiryo2-6-2.pdf（2024 年 9 月 27 日最終閲覧）を参照されたい。

15）同様の傾向は「雇用動向調査」の離職率でも観察される
（厚生労働省 2023：図 1-1）。

16）付図 2 に転勤（勤務地の変更）が 1 カ月以内に生じた割合
を示している。転勤は，ライフサイクルを考える上で大きなイ
ベントであるため，名刺データはそうしたライフサイクルの分
析にも有用であると考えられる。

17）Ariga, Brunello and Ohkusa（2000）は，日本の大企業の昇
進の特徴として，同期入社の社員がジョブローテーションを通
じて昇進を競うことを挙げている。
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付表 1　職階の年間遷移確率

トップマネジメント ミドルマネジメント 非マネジメント
トップマネジメント 96.32  1.92  1.76
ミドルマネジメント  1.68 94.62  3.70
非マネジメント  0.47  3.09 96.45

付図 1　職階の分布（『賃金構造基本統計調査』）
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付図 2　転勤経験率
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